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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第１四半期連結
累計（会計）期間

第44期
第１四半期連結
累計（会計）期間

第43期

会計期間
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

売上高（千円） 3,112,650 3,147,102 13,351,084

経常損失（千円） △295,306 △163,362 △2,507

四半期（当期）純損失（千円） △213,245 △140,491 △272,524

純資産額（千円） 6,458,466 6,078,945 6,277,818

総資産額（千円） 9,501,752 9,293,784 9,358,193

１株当たり純資産額（円） 695.77 664.21 684.32

１株当たり四半期（当期）純損失金額

（円）
△24.36 △15.96 △31.01

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 64.5 62.9 64.4

営業活動によるキャッシュ・フロー（千

円）
△67,309 362,295 △468,042

投資活動によるキャッシュ・フロー（千

円）
△330,791 △343,935 △137,324

財務活動によるキャッシュ・フロー（千

円）
△9,480 △2,631 △85,289

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残

高（千円）
3,609,450 3,342,104 3,326,375

従業員数（人） 1,017 922 940

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、第43期第１四半期連結累計（会計）期間及び第

43期については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため、第44期第１四半期

連結累計（会計）期間については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、それぞ

れ記載しておりません。　
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社㈱ファイナンシャルブレインシステムズを存続会社とする平成22年４

月１日付の吸収合併により、連結子会社㈱アドファインは消滅しており、連結子会社の数が減少しております。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況 平成22年６月30日現在

　　従業員数（人） 922(322)

（注)   従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出 

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第１四半期連

結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況 平成22年６月30日現在

　　従業員数（人） 417(60)

（注）  従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で

記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日 
　　至　平成22年６月30日） 

前年同四半期増減率（％） 　

コンサルティング・システム開発事業

（千円）
2,517,088 －

マネージメントサービス（ＢＰＯ）事

業（千円）
838,938 －

合計（千円） 3,356,026 －

　（注) １．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注状況

　当第１四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期増減率

（％）
受注残高(千円)

前年同四半期増減率
（％）

コンサルティング・システム開

発事業
2,646,350 － 3,103,324 －

マネージメントサービス（ＢＰ

Ｏ）事業
1,396,591 － 1,165,983 －

合計 4,042,941 － 4,269,307 －

　（注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前期以前に受注した案件で、契約の変更等によりその内容に変更のあるものについては、当第１四半期連結

会計期間の受注高にその増減額を含んでおります。　　

(3) 販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
 当第１四半期連結会計期間
 （自　平成22年４月１日
 　　至　平成22年６月30日）

前年同四半期増減率（％）　

コンサルティング・システム開発事業

（千円）
2,337,792 －

マネージメントサービス（ＢＰＯ）事

業（千円）
809,310 －

合計（千円） 3,147,102 －

　（注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。
 
(1) 業績の状況

日本国経済の状況は、海外経済の改善を要因として緩やかに回復しており、企業収益の改善や設備投資の持ち直

しの動きが出てきておりますが、一方で新興国経済の動向や国際金融市場の動向の影響を受けるリスクもあり、今

後の動向については慎重な対応が必要と考えております。

このような経済環境のもと、当社グループにおいては、受注においては一部で回復の兆しがあるものの、前年を下

回る実績の分野もあるため全面的な回復基調には至っておらず、総量としては前年を若干下回る状況となっており

ます。受注が回復していないため売上高も概ね前年並みの結果となりましたが、前年度取組んだ固定費圧縮等の効

果により収益構造が改善しており、利益面では前年を上回る実績となりました。その結果として、当第１四半期連結

会計期間における業績は、売上高3,147百万円（前年同四半期比1.1％増）、営業損失168百万円（前年同四半期は営

業損失297百万円）、経常損失163百万円（前年同四半期は経常損失295百万円）、四半期純損失140百万円（前年同

四半期は四半期純損失213百万円）となりました。
  
　セグメントの業績は次のとおりであります。なお、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」の適用により、

従来コンサルティング事業、システム開発事業、アウトソーシング事業の３区分としておりました事業別セグメン

トをコンサルティング・システム開発事業とマネージメントサービス（ＢＰＯ）事業の２区分に変更しておりま

す。なお、セグメント区分の変更及び集計方法が変更となりましたので前年対比は記載しておりません。

　

①コンサルティング・システム開発事業　

コンサルティング・システム開発事業の当第１四半期連結会計期間は売上高2,340百万円、セグメント損失151百

万円となりました。

会計システムのコンサルティングにつきましては、製造固定費を大幅に圧縮したことにより売上規模に見合う原

価構成となってきておりますが、案件総量が不足していることに加え売上単価の下落等の影響もあり、利益を確保

できておりません。売上規模は依然として縮小傾向でありますが、既存の大型ＳＩ（システム・インテグレーショ

ン）の基本構想、要件定義等が徐々にではありますが増加傾向にあり、また、ＩＦＲＳ関連の引合いも具体化してき

ておりますので全体としては底打ちに近づいていると考えております。

会計を中心としたシステム開発におきましては、名古屋地区における重点顧客からの受注が好調であるものの、

全体としては受注・売上とも前年を若干下回る状況で推移しております。利益面におきましては、製造固定費圧縮

により原価が低減したため、売上総利益は前年よりは改善しておりますが、不況下における受注競争や顧客企業の

コスト削減要求の影響を受けて受注価格が下落する側面もあり、予定した水準には到達していない状況でありま

す。製造原価に関しましては、人件費・外注費等のコントロールを強化するとともに、オフショア、ニアショア等の

積極的な活用により、一層の開発コストの低減を行ってまいります。

ＳＥＳ（システム・エンジニアリング・サービス）におきましては、サービスを提供する業界の景況感や顧客企

業の業績に大きく影響を受けており、要員派遣を中心とするサービスにおいては開発要員の縮小や単価の引き下げ

等の動きが継続しております。

証券・銀行・生損保等の金融業界のシステム開発におきましては、従来証券業界を中心にシステム開発を行って

いた子会社と銀行・生損保業界を中心にシステム開発を行っていた子会社を経営統合することで金融分野のシス

テム開発を一体化して行う体制を整え、営業・製造上の相乗効果とコスト削減を図っております。金融業界におけ

るシステム開発の環境といたしましては、引き続き顧客企業の情報化投資が抑制された状況となっておりますが、

受注に関しては若干動きが出てきており、売上の増加にも繋がっております。一方で、価格面での要求が厳しいこと

もあって利益率は前年度より低下しております。

ネットワークセキュリティに関する分野におきましては、ログ管理などのＩＴ基盤のセキュリティ強化に関する

サービス、検査案件等を手がけるテクニカルサービスにおいて、概ね前年並みの売上高となりました。反面、顧客の

厳しいコスト削減要求に引き続き直面していることもあって、人件費や設備費等の固定費を圧縮することで前年度

より原価は低減しているものの、利益を確保するには至っておりません。

　ＰＬＭ(Product Lifecycle Management)支援ソリューションに関しましては、製造業を中心とした製品設計の効

率化をもたらすソリューションを提供しておりますが、製造業全般が情報化投資の抑制傾向にある中、昨年度商品

化したソリューションである「ＰＬＭconsole」による受注が好調であり、受注に関しては前年を大幅に上回る実

績となりました。売上高に関しましては当四半期連結会計期間に反映できていないものの、翌四半期以降に売上が

期待されます。また、収益構造も改善しておりますので、利益も前年を上回る実績となりました。

　セグメントの概要といたしましては、売上高は概ね前年並みでありますが、内訳といたしましては金融業界向けシ

ステム開発の売上が持ち直している一方、会計システム関連開発の売上の回復が遅れている状況であります。利益

面については前年度実施した製造固定費の圧縮により改善しております。
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②マネージメントサービス（ＢＰＯ）事業

マネージメントサービス（ＢＰＯ）事業の当第１四半期連結会計期間は売上高833百万円、セグメント損失16百

万円となりました。

国内企業を中心とした給与・労務等に係わるアウトソーシングは、景気低迷の影響が顧客企業の間接部門コスト

の圧縮に繋がっており、新規受注が伸び悩む傾向にありますが、売上は前年を上回る実績を確保しております。外資

系企業を中心とした経理・財務等のアウトソーシングは経済環境が依然として厳しいためＳＰＣ（特別目的会

社）関連の受注に従来のような大幅な伸びが見られないこと等が要因となり、前年を若干下回る売上実績となりま

した。

人材派遣に関しましては、東海地区における製造業向けの派遣が同地区における製造業の業績悪化の影響を受け

て依然低迷しており、前年実績を大きく下回っております。一方で医療機関等への人材派遣は重点顧客に対する売

上高を順調に伸ばしておりますが、派遣単価の引き下げや人件費の上昇により利益面では前年を下回る結果となり

ました。外資系企業に対するＩＴ技術者の派遣は受注環境としては最悪期を脱した感はあるものの、顧客の要望に

応じた派遣要員の調達が適時にできなかったことが要因となり、売上の伸びに繋げることができませんでした。一

方で、派遣案件の売上単価の引き下げが継続し売上総利益が悪化する環境下ではありますが、前年度行った固定費

圧縮等により利益面では前年を上回っております。

セグメントの概要といたしましては、国内企業を中心とした給与・労務等に係わるアウトソーシング及び医療機

関等への人材派遣においては利益を確保しておりますが、その他の分野につきましては単価の引き下げ、稼働率の

低下、原価の上昇等の要因により利益の確保に至っておりません。

  

(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の四半期末残高は、前連結

会計年度末比16百万円増加の3,342百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

税金等調整前四半期純損失170百万円に加え、資金増加要素として売上債権の減少573百万円、未払金の増加56

百万円、資金減少要素として、たな卸資産の増加184百万円、仕入債務の減少84百万円、役員退職慰労引当金の減少

36百万円、法人税等の支払額29百万円等により、362百万円の資金収入（前年同四半期は67百万円の資金支出）と

なりました。なお、売上債権、仕入債務の変動は売上高が第２四半期及び第４四半期に偏重することに起因するも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

定期預金の純増加額300百万円、関係会社株式の追加取得による支出25百万円等により、344百万円の資金支出

（前年同四半期は331百万円の資金支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

短期借入金の純増加額30百万円、配当金の支払額26百万円等により３百万円の資金支出（前年同四半期は９百

万円の資金支出）となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は、１百万円であります。なお、当第１四半

期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】

(1）主要な設備の状況

① 重要な設備の新設　

　 当第１四半期連結会計期間において、当社大阪営業所を移転したことに伴い、以下の設備を取得いたしました。

提出会社 　

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
帳簿価額(千円)

従業員数
(人)建物

工具、器具及
び備品

合計

大阪営業所

（大阪市北区）

コンサルティング・

システム開発
生産設備 24,844　 979 25,823 74　

（注）１．建物はすべて賃借しており、建物欄の金額は、建物内の建物附属設備の帳簿価額であります。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

② 重要な設備の除却　

　 当第１四半期連結会計期間において、当社本社及び大阪営業所を移転したことに伴い、以下の設備を除却いたしま

した。

提出会社 　

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
帳簿価額(千円)

従業員数
(人)建物

工具、器具及
び備品

合計

旧本社

（東京都千代田

区）

全社的管理業務 その他設備 895　 181 1,076 －　

大阪営業所

（大阪市北区）

コンサルティング・

システム開発
生産設備 16,742　 424 17,166 74　

（注）１．建物はすべて賃借しており、建物欄の金額は、建物内の建物附属設備の帳簿価額であります。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却について

完了したものは、次のとおりであります。

　当社において、前連結会計年度末に計画しておりました当社本社及び大阪営業所の移転については、平成22年６月に

完了いたしました。これに伴う設備の変更は (1）主要な設備の状況 に記載のとおりであります。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

　普通株式 35,600,000

計 35,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年８月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,046,000 9,046,000
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）　
単元株式数100株

計 9,046,000 9,046,000 － －

　

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

(株)

発行済株式総
数残高 (株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額 (千円)

資本準備金高
高 (千円)

平成22年４月１日～

平成22年６月30日　　　

　　　　　

－ 9,046,000 － 2,233,490 － 1,033,711

(6)【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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(7)【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　242,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　8,801,500 88,015 －

単元未満株式 普通株式　　　1,900 － －

発行済株式総数 9,046,000 － －

総株主の議決権 － 88,015 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式48株が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱ビジネスブレイン太田

昭和

東京都港区南麻布二

丁目12番３号
242,600 － 242,600 2.68

計 － 242,600 － 242,600 2.68

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月　 ５月 ６月

最高 (円) 454 460 430

最低 (円) 435 418 418

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新橋監査法

人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,842,104 4,526,375

売掛金 1,833,576 2,406,548

仕掛品 265,588 81,356

その他 523,728 509,332

貸倒引当金 △170 △227

流動資産合計 7,464,826 7,523,384

固定資産

有形固定資産 ※
 122,300

※
 113,342

無形固定資産 220,360 233,454

投資その他の資産

その他 1,493,444 1,494,992

貸倒引当金 △7,146 △6,979

投資その他の資産合計 1,486,298 1,488,013

固定資産合計 1,828,958 1,834,809

資産合計 9,293,784 9,358,193

負債の部

流動負債

買掛金 418,986 503,133

短期借入金 50,000 20,000

未払法人税等 21,414 35,280

賞与引当金 320,410 313,653

役員賞与引当金 6,875 2,500

その他の引当金 2,444 56,446

資産除去債務 23,282 －

その他 796,778 547,978

流動負債合計 1,640,189 1,478,990

固定負債

退職給付引当金 1,441,002 1,429,219

役員退職慰労引当金 109,802 146,284

その他 23,846 25,882

固定負債合計 1,574,650 1,601,385

負債合計 3,214,839 3,080,375

純資産の部

株主資本

資本金 2,233,490 2,233,490

資本剰余金 2,669,438 2,669,438

利益剰余金 1,086,338 1,253,239

自己株式 △116,533 △116,483

株主資本合計 5,872,733 6,039,684

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △25,554 △15,404

評価・換算差額等合計 △25,554 △15,404

少数株主持分 231,766 253,538

純資産合計 6,078,945 6,277,818

負債純資産合計 9,293,784 9,358,193
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(2) 【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 3,112,650 3,147,102

売上原価 2,747,649 2,731,105

売上総利益 365,001 415,997

販売費及び一般管理費 ※
 662,165

※
 583,522

営業損失（△） △297,164 △167,525

営業外収益

受取利息 2,198 1,086

受取配当金 2,457 2,440

その他 2,338 1,910

営業外収益合計 6,993 5,436

営業外費用

支払利息 237 202

減価償却費 － 511

投資事業組合費用 2,308 －

支払手数料 399 －

事務所移転費用 1,411 －

保険解約損 － 378

その他 780 182

営業外費用合計 5,135 1,273

経常損失（△） △295,306 △163,362

特別利益

貸倒引当金戻入額 948 87

株主優待引当金戻入額 － 736

移転補償金 3,000 －

その他 － 97

特別利益合計 3,948 920

特別損失

固定資産除却損 1,211 －

投資有価証券評価損 － 3,117

事業構造改善費用 1,120 －

事業所移転損失 － 1,795

持分変動損失 － 1,924

その他 － 450

特別損失合計 2,331 7,286

税金等調整前四半期純損失（△） △293,689 △169,728

法人税、住民税及び事業税 4,391 －

法人税等調整額 △78,929 －

法人税等 － △34,562

法人税等合計 △74,538 △34,562

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △135,166

少数株主利益又は少数株主損失（△） △5,906 5,325

四半期純損失（△） △213,245 △140,491
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △293,689 △169,728

減価償却費 16,534 18,923

のれん償却額 － 3,956

退職給付引当金の増減額（△は減少） 162 11,783

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △10,585 △36,482

賞与引当金の増減額（△は減少） △251,344 6,757

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △26,875 4,375

受取利息及び受取配当金 △4,655 △3,526

支払利息 237 202

保険解約損益（△は益） － 378

投資事業組合費用 2,308 －

移転補償金 △3,000 －

有形固定資産除却損 1,211 －

投資有価証券評価損 － 3,117

事業構造改善費用 1,120 －

事業所移転損失 － 1,795

持分変動損益（△は益） － 1,924

売上債権の増減額（△は増加） 969,225 572,972

たな卸資産の増減額（△は増加） △71,514 △184,267

仕入債務の増減額（△は減少） △272,511 △84,147

未払金の増減額（△は減少） 66,730 56,450

未払消費税等の増減額（△は減少） 23,296 12,911

その他 △121,710 171,691

小計 24,940 389,084

利息及び配当金の受取額 3,422 3,115

利息の支払額 △222 △202

事業所移転損失の支払額 － △728

事業構造改善費の支払額 △1,120 －

法人税等の支払額 △94,329 △28,974

営業活動によるキャッシュ・フロー △67,309 362,295

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △700,014 △700,000

定期預金の払戻による収入 410,042 400,000

関係会社株式の取得による支出 △37,762 △24,695

有形固定資産の取得による支出 △4,550 △4,600

無形固定資産の取得による支出 △1,060 △1,605

その他 2,553 △13,035

投資活動によるキャッシュ・フロー △330,791 △343,935
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 50,000 50,000

短期借入金の返済による支出 △20,000 △20,000

リース債務の返済による支出 － △521

株式の発行による収入 28,500 －

自己株式の取得による支出 － △50

配当金の支払額 △52,370 △26,410

少数株主への配当金の支払額 △15,610 △5,650

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,480 △2,631

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △407,580 15,729

現金及び現金同等物の期首残高 4,017,030 3,326,375

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,609,450

※
 3,342,104
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の

変更

（1）連結の範囲の変更

　　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社㈱ファイナンシャルブレイン

システムズを存続会社とする平成22年４月１日付の吸収合併により、連結子会

社㈱アドファインは消滅しており、連結子会社の数が減少しております。

（2）変更後の連結子会社の数

　　８社

２．会計処理基準に関する事項

の変更

（1）資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

（2）企業結合に関する会計基準等の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基

準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計

基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改

正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」

（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平

成20年12月26日）を適用しております。

（3）税金費用の計算

　税金費用については、従来、年度決算と同様の方法により計算をしておりまし

たが、四半期連結会計期間の税引前当期純利益に対する税金費用を平準化させ

ること、及び四半期決算における迅速性に対応するため、当第１四半期連結会計

期間より、当連結会計年度の税引前当期純利益（損失）に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益（損失）に当該見積実

効税率を乗じて計算する方法に変更しております。

　これにより、当第１四半期連結会計期間の四半期純損失が14,297千円減少して

おります。
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【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適

用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

２．前第１四半期連結累計期間において、営業外費用に表示しておりました「事務所移転費用」は、重要性が増し

たため、当第１四半期連結累計期間では特別損失に「事業所移転損失」として区分掲記しております。　

３．前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「支払手数料」（当連結会計年度は２千円）

は、営業外費用の総額の100分の20以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示しております。

４．前第１四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「保険解約損」

は、営業外費用の総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しております。なお、前

第１四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「保険解約損」は711千円であります。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

１．前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示して

おりました「のれん償却額」は重要性が増したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しております。な

お、前第１四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「のれん償却

額」は3,654千円であります。

２．前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示して

おりました「事務所移転費用」は、上記四半期連結損益計算書の変更に伴い、当第１四半期連結累計期間では

「事業所移転損失」として表示しております。なお、前第１四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ

・フロー」の「その他」に含まれる「事務所移転費用」は1,411千円であります。　

３．前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示して

おりました「保険解約損益（△は益)」は重要性が増したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記してお

ります。なお、前第１四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる

「保険解約損益（△は益)」は711千円であります。　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の算

定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

２．繰延税金資産及び繰延税金

負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計

年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方

法により算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
 
 

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日 
 至　平成22年６月30日）

 税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額 262,137千円 ※　有形固定資産の減価償却累計額 256,939千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 90,328千円

給与・手当・賞与 204,862 

賞与引当金繰入額 63,776 

役員賞与引当金繰入額 5,625 

退職給付費用 9,711 

役員報酬 73,386千円

給与・手当・賞与 174,077 

賞与引当金繰入額 65,287 

役員賞与引当金繰入額 6,875 

退職給付費用 13,172　　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸　借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸　借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 5,109,450

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,500,000

現金及び現金同等物 3,609,450

 

 （千円）

現金及び預金勘定 4,842,104

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,500,000

現金及び現金同等物 3,342,104

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成

22年６月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  9,046千株 　

　２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 243千株 　

　３．配当に関する事項

 配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年４月27日

取締役会
普通株式 26,410３　　　　　　  平成22年３月31日 平成22年６月18日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
コンサルテ
ィング事業
(千円)

システム
開発事業
(千円)

アウトソー
シング事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高                      

(1) 外部顧客に対する売上高 793,7061,535,593783,3513,112,650 －　 3,112,650

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高
13,054 4,540 48,621 66,215(66,215) －

計 806,7601,540,133831,9723,178,865(66,215)  3,112,650

営業利益又は営業損失

（△）
△223,908 4,702 1,585△217,621(79,543) △297,164

　（注）１．事業区分の方法

　　　　　　事業は、売上集計区分によっております。

２．各区分に属する主要な製品　

事業区分 主要製品

コンサルティング事業 経営コンサルティング、業務コンサルティング、システムインテグレーション他

システム開発事業 システム設計及び開発、パッケージソリューション開発他

アウトソーシング事業 人事・給与・経理のアウトソーシング、人材派遣、人材紹介、医療事務受託他

３．会計処理の方法の変更

前第１四半期連結累計期間

  （受注制作のソフトウェア開発に係る売上高及び売上原価の計上基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結

会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。こ

の変更に伴い、従来の方法に比較して当第１四半期連結累計期間の売上高は、「コンサルティング事業」が

60,676千円、「システム開発事業」が95,873千円、それぞれ増加しております。また、「コンサルティング事

業」において営業損失が12,634千円減少し、「システム開発事業」において営業利益が15,718千円増加して

おります。

【所在地別セグメント情報】

  前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　　海外売上高は、重要性がないため、記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

  当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社の

取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

  当社グループは主として提供するサービスの違いにより組織を区分しており、この組織を単位として事業活動を計

画・遂行・評価しておりますので、サービス内容を基準に事業セグメントを識別しております。また、当社グループは

会計及びその周辺業務のシステム開発を行っておりますが、システムは経営目的実現のためのツールとして位置付け

ておりますので、経営目的を達成することを念頭に置いた基本構想や要件定義のコンサルティングを行った後、業務

改善と並行してシステム開発を行い、続けて改善効果を発現させる定着化までを一貫して行っております。これらの

工程は一体として効果を発揮し、不可分でありますので、この領域にあるサービスを集約してコンサルティング・シ

ステム開発事業としております。また、システム開発とともに行う業務改善に伴ってＢＰＯ（Business Process

Outsourcing)のニーズが発生いたしますが、この領域にあるサービスを集約しマネージメントサービス（ＢＰＯ）事

業としております。したがって、当社グループはコンサルティング・システム開発事業及びマネージメントサービス

（ＢＰＯ）事業の２つを報告セグメントとしております。

  コンサルティング・システム開発事業は、会計システム及びその周辺システムのコンサルティング、システム開発

及び定着化、金融業界向けシステム開発等を行っております。マネージメントサービス（ＢＰＯ）事業は、人事・給与

・労務、経理・財務、システム管理等のアウトソーシング及びＩＴ技術者、医療事務員等の派遣を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

　 （単位：千円）

 
コンサルティング・シ

ステム開発
マネージメントサー
ビス（ＢＰＯ）

合計

売上高    

外部顧客への売上高 2,337,792 809,310 3,147,102

セグメント間の内部売上高又は振替高 1,960 24,069 26,029

計 2,339,752 833,379 3,173,131

セグメント損失（△）　　　　　　 △151,229 △16,043 △167,272

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

　 （単位：千円） 　

利益 金額 　

報告セグメント計 △167,272 　

棚卸資産の調整額 1,755 　

その他 △2,008 　

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △167,525 　

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月

21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 664.21円 １株当たり純資産額 684.32円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 24.36円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 15.96円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純損失（千円） 213,245 140,491

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 213,245 140,491

期中平均株式数（千株） 8,752 8,803

２【その他】

平成22年４月27日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………26,410千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………３円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年６月18日

(注)　 平成22年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月13日

株式会社ビジネスブレイン太田昭和

取締役会　御中

 新橋監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 平野　秀輔　　印 

 
代表社員　
業務執行社員

 公認会計士 倉持　政義　　印　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビジネス

ブレイン太田昭和の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年

４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビジネスブレイン太田昭和及び連結子会社の平成21年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１四半期連

結会計期間より「工事契約に関する会計基準」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

　　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月10日

株式会社ビジネスブレイン太田昭和

取締役会　御中

 新橋監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 平野　秀輔　　印 

 
代表社員　
業務執行社員

 公認会計士 倉持　政義　　印　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビジネス

ブレイン太田昭和の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年

４月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビジネスブレイン太田昭和及び連結子会社の平成22年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１四半期連

結会計期間より税金費用の計算方法を変更している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

　　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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